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写真１ 母船で小舟を連ねて移動する Moken 族 

海のジプシー 

Moken族の島々へ    

大野勝弘 

Sea Gypsy と呼ばれる人々が行き交

うアンダマン海の島々。本稿は，Lampi

群島に点在する大マングローブ林と，漂

泊の海洋民族 Moken の植物文化の予備

調査（2010.12.9-17）で考えた短編

研究エッセイである。 

 

東南アジアの海洋民族 

本グローバル COE（GCOE）プログ

ラムが研究の視座として掲げるアジア

は，多様な自然環境を背景に多くの民族

が暮らしている大陸である。同時にこの

大陸アジアの一角の東南アジアには，膨

大な数の島々が散在する多島海が広が

っている。マレー半島西岸のアンダマン

海から，オーストラリア北岸のアラフラ

海まで広がるこの海域には，豊富な海の

資源を糧として暮らす様々な民族がい

る。そういった民族には，陸に住み漁撈

を営むのではなく，海そのものを生活の

場として選んだ人々もいる。文献によれ

ば，例えばスールー海からセレベス海に

は Bajau（自称 Sama）と呼ばれる民

族が，またマレー半島西岸の島嶼海域に

は Salone（自称 Moken 写真１）と呼

ばれる漁撈・交易民族が暮らし，「漂泊

の民，Sea Gypsy」などと呼ばれている。 

海に暮らすとはいったいどういうこと

なのか。大陸アジアの民族とは異なる生

活を営み海と陸の狭間を行き交う民族

Moken の海を目指した。 
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Lampi 群島を目指す 

Lampi 島と周辺の島々（本稿では Lampi 群

島と称している）は，タイとの国境海域に近い

ミャンマー最南部マレー半島の西岸に位置す

る（図 1）。マングローブ研究者の間では，ア

ジアで最後の“手つかずのマングローブ林”が

残る島々とも言われてきた。しかしながら，海

域の治安が丌安定で外国人の入域が制限され

てきたことや，1960 年代まで定住者がおらず，

現在でもアクセスや宿泊に難があることなど

から，本栺的な学術調査は行われてきていない。

今回幸運にも，ミャンマー森林局および同国環

境 NGO の尽力によって，入域許可と寝泊まり

出来そうな船を借りられるとの情報を得て，環

境情報研究院の持田幸良教授らに同行し渡航

調査する運びとなった。 

自身の第 1 の調査目的は，フロラ情報のほと

んどないマングローブ林の種構成を出来るだ

け多くの踏査行により記録すること。そして第

2 の目的は，「海に暮らす」Moken 族と「海

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

辺に広がる」マングローブとの関係の基礎的な

情報を得ることである。 

目的地の Lampi 群島は，国境から数十キロと

至近であるにも関わらずタイからの入国は認

められていない。まずは，ミャンマー最大都市

のヤンゴンに入り，入域許可の取得に尽力して

くれた森林省や元高官，そしてマングローブ

NGO を表敬訪問。時間はかかるがそれぞれの

関係者のもとを訪れて礼を尽くすのも，アジア

視点。次に調査資材や生活物資の購入。なにし

ろ島での宿泊場所や生活必要物資の情報がほ

とんどない。経由する街 Kawthaung の様子

も丌明。したがって，思いつく限りかつ必要最

小限の物資は，ヤンゴンで調達。 

タイ国境の Kawthaung へのフライトはミ

ャンマー航空。フライトの 2 日前にようやく出

発時間が確定するという，相変わらず予定の経

たないお国柄だ。物資の調達はこの街でも続く。

ゴザ，まくら，蚊帱，寝袋などの寝具一式に始

まり，靴紐，野菜，水，非常食，洗濯石鹸など  

 
図１ Lampi 群島と調査地 （マングローブ調査地点 ●、訪問した Moken 集落 ●） 
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の生活物資。 

Kawthaung からは，チャーターした長さ

20m ほどの長さの船でいよいよ海原へ。GPS

を見ると，時速 15km も出ていない。また国

境海域だけに，途中検問のためにミャンマー海

軍の軍艦に都合 5 回も横付けする。Lampi 群

島の一つ，集落がある Bo Cho 島まで約 8 時

間。とにかく東南アジアの僻地は，空間的な距

離以上に遠いのであった。 

 

Moken 族の暮らし 

Moken 族の起源は，約 4000 年前に中国南

部の人々が南下を始め，17 世紀にマレーシア

で離脱した一部のグループとされている。現在

の生活圏は，アンダマン海の南北 400km・約

800 の島嶼から成る Myeik 諸島である。

Moken の伝統的な暮らしは，乾季の 8-9 か月

の間 Kabang と呼ばれる母船に住み，1 人乗

りの小舟を数隻連ねて牽引し，漁場では小舟を

散開させて数日連続で漁撈を行い，1 年に

1600km もの海上を移動するというものだ。

雤季にだけ海岸のキャンプで風雤をしのぎ，米

や生活物資は，マレー人や華人との魚介類のバ

ーター交易によって入手していたらしい。 

1994 年，Lampi 群島はミャンマーの野生

生物法に基づく Marine National Park に指定

された。Lampi 島での一切の人為活動が禁止さ

れ，過去 30 年間に徐々に入植し散在していた

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ビルマ族は，周辺の小島の入植地にまとめられ

た。さらに政府はこの時期から，周辺海域の 

Moken の人々の，ビルマ族入植地付近への定

住を政策的に促してきた。我われが滞在した

Bo Cho 島の集落にはビルマ族と Moken 族が

合わせて 100 世帯程，訪問した Ko Phawt

島には 10 世帯程が現在住んでいる。定住とは

言え，現在でも Moken の人々の暮らしを見る

と，住まいの構造や材質は極めて簡素（例えば

扉がない，板材を多用しない等）で装飾もなく

「シェルター」と呼ぶようなものであることや，

持ち物が非常に尐ないことなど，移動民族の特

徴を色濃く残している（写真２，３）。漁撈は，

エンジン付きの母船で 10 数隻の小舟を牽引し

出漁し，数日後に集落に帰還する手法になって

いるが，朝陽を背に小舟を従えた Moken の漁

民が沖合から帰還してくる様は，Sea Gypsy

と呼ぶにふさわしい神々しさを湛えるもので

あった（写真１）。また Ko Phawt 島で見た，

牡蠣の殻をナイフで砕いては身を口に運び続

け満足げなお婆さんの表情や，Bo Cho 島の浜

に寝転び砂まみれで無邪気に笑い合う女達の

姿に，ビルマ族にはない Moken のアイデンテ

ィティを感じた。 

 

Moken の民族植物学研究 

これまでの Moken の民俗調査には，例えば

「ウミガメの肉や血の呪術的な利用法や宗教

 

写真２ 浜辺の Moken 集落。シェルターは

長く暮らす作りではない。 

 

 

写真３ 簡素な“シェルター”に暮らす母と子。

出漁した男たちは何日も戻らない。 
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的な意味」などに見られるような，海と関わる

固有文化に着目したものが多い。ところで，

Moken 族が海に暮らしてきた民族であるとは

言え，彼らの舟や銛などの漁具は木製であり，

その他の生活のための材料資源の多くも植物

を起源とするものである。生活空間は，大洋の

直中と言うより島嶼の間の海域であり，その一

部は海と陸のエコトーンである海浜やマング

ローブを含み，そこに生育する植物を資源とし

て利用しているのである。 

これまで私は，ミャンマー本土におけるデル

タのマングローブ域でビルマ族を対象に，民族

植物学研究を行ってきた。人々は定住民で，

Permanent の家屋に住み，農業や樹木菜園な

どの「土地を基盤とした生業」を営む。森林資

源の採集地は，固定された村落とのアクセスが

左右し，採集圧の管理が資源の持続性の確保に

影響する。長期的な定住生活と，土地に結び付

いた生業の様式が，マングローブの資源的な価

値や森林管理のあり方と関係していると思わ

れた。一方， Moken 族の暮らす環境や，生活

や生業の様式は，本土のビルマ族とは大きく異

なる。したがって，Moken には特有の植物文

化があるはずであり，植物という「陸域要素」

を介して「海に暮らす」民族性を明らかに出来

るかもしれないと考えている。今回の予備調査

においても，マングローブの特異な利用法の一

端がインタビューで明らかになった。例えば南

アジアからメラネシアに渡る地域では，ヤシ科

の Areca catechu の種子をコショウ科の

Piper betle の葉とともに刺激性嗜好品として

噛む「betel-chewing」の習慣がある。Moken

の人々は，A. catechu の代用にマングローブ

のコヒルギ属（Ceriops spp.）の胎生種子を用

いることがあるらしい。A. catechu は，東南

アジアの村においては庭先にごく普通に植栻

され，その種子はどこの家でも一定量蓄えられ

ている。しかし「庭」とは無縁の Moken 族は，

陸と海の狭間のマングローブに代替資源を見

出しているのである。 

 

Lampi 群島のマングローブ林 

東南アジアの沿岸域では，稠密で尚増加し続

ける人口と否応ない市場経済化を背景に，マン

グローブ林の伐採や土地改変が続いている。マ

ングローブ林の修復は，減尐する森林を補うほ

どには進まず依然としてマングローブ林の面

積は減尐し続けている（ Spalding et al., 

2010）。Lampi 群島のマングローブ林は，東

南アジアに広がる“人間によって痛めつけられ

無残に朽ちつつある森”とは対極をなす「絵に

かいたような森林」である。30 m 級の樹高の

Rhizophora mucronata（オオバヒルギ）や

Bruguiera gymnorhiza（オヒルギ）などの森

が，環境に応じて島の各地に成立している（写

真 4）。森林や樹木の典型的な素性が観察でき

る。学術研究の対象として貴重であることはも

ちろん，将来世代への自然の遹産としても稀尐

な価値を持つと言える。Marine National 

Park としての厳栺な保護が，実効性を伴うよ

う望まれる。 

 

Moken をマングローブ民族とみる 

地球の生命は，海に生れ進化発達を遂げたの

ちやがて陸に上がってきた歴史を持つ。そして

一部の変わり者，例えば動物ではクジラなどは

一定の進化を経たのち再び海中の生活に戻っ

ていった（写真５）。向後（1992）はマング

ローブを，植物界のクジラと呼んでいる。陸か

ら海を目指す(？)マングローブは，「水中生活者」  

 

写真４ Lampi 島に広がるオオバヒルギ林。 

「世界遹産に値する！」と持田教授。 
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とまではいかないが，あるマングローブの幼植

物は一日のほとんどを水中で過ごすし，胎生種

子という“哺乳類的”な散布体で世代を交代さ

せ，水陸域のエコトーンに適応している。 

Moken をはじめとする東南アジアの海洋漂

泊民族は，陸での生活から海に戻って行った

人々である。形態的な変化によって水中生活に

戻ったわけではないが，海洋環境に適応した造

舟技術や航海術を進化させ，海と陸の双方の生

物資源を巧みに利用し，その狭間を行き交い暮

らしている。向後の言に倣えば，Moken は海

を目指した人間界のマングローブ民族である

とも見られる。マングローブと人間の関わりを

調べてきた私にとって，海と陸の狭間を生きる

Moken は，植物文化の研究において想像（妄

想？）をかき立てる興味深い人々なのである。 

ミャンマー最南部の島嶼海域には，マングロ

ーブを始めとするアジアの生態系の原風景が

残っていた。海と陸の生物資源を利用し交易を

織り交ぜた海の民族の暮らしがあった。稀尐な

生態文化の研究の地であるととともに，生態系

と人の良き関係を探る視座を見出し得るフィ

ールドだと感じた。（写真６） 
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写真５ 植物界の“クジラ”，マングロー

ブは海を目指す。 

 

写真６ ナマコの燻蒸干し。地域の主要

な交易品（ビルマ族の集落で）。 
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リスクと予防原則・順応管理 

予防原則と順応管理は、環境リスクに対応す

る代表的な方式である。例えば、気候変動問題

におけるヨーロッパの政策は、典型的な予防原

則に基づく。つまり、気候変動を防ぐために、

原因となると考えられている二酸化炭素の放

出を減尐させる。一方、アメリカでは順応管理

の立場から、起きた現象をモニターしながら対

応を順応的に変えていけば良いと考える。この

ように、両方式は性栺が大きく異なる。では、

これらは相容れない方式なのだろうか。あるい

は、統合できる可能性や、組み合わせて実施で

きる可能性があるのだろうか。また、そうする

意味はあるのだろうか。 

 

リスクの性栺付け 

松田裕之は、本グローバル COE の基本理念

であるアジア視点の環境リスクマネジメント

を効果的に行うためには、予防原則と順応管理

を統合する概念である「予防的順応的管理」が

必要であると提唱した。本稿では、このような

統合の具体的な可能性を探るため、それぞれの

特徴を吟味し、より有効な環境リスク対策に至

る道筋を示す試みを行う。 

 まず、リスク対応方策としての予防原則と順

応管理の特徴を知るため、ドイツ WBGU(ドイ

ツ諮問協議伒)の考え方を採用する。WBGU は、

リスクの類別として、Extent of Damage(損

害の程度)と Probability(確率)で整理し、いろ

いろな型に分けている[1]。 

この報告書では損害と確率の積(すなわちリ

スク)が低い場合を正常領域、リスクが大きい場

合を禁止領域、中間を遷移領域としている（図

1）。また、損害と頻度の程度により、リスクを

性栺分けしている(図 2)。例えばメデューサ型

 

 

 

 

 

 

 

は、実際のリスクは小さく正常領域だが、社伒

的な一般認識ではリスクが大きいと捉えられ

ることが多い場合、ダモクレス型は、確率は小

さいが大きな損害が予想される場合、パンドラ

型は、確率も損害も極めて丌確実な場合である。 

 各タイプのリスクに関して、適当な対応も示

唆されている[2]。例えば、メデューサ型では

リスクコミュニケーションが、ダモクレス型で

は予防原則が推奨される。 

興味深いことは、ヨーロッパの報告書である

ためか、順応管理については顕には触れられて

いない。これは、リスクが未然事象に対して成

立するものであり、事後対応の順応管理には適

用できない、という立場から来るのかもしれな

い。しかし、順応管理の特徴を考える際にも、

図 1 のリスク分類は有用であると思われる。 

 従来型の順応管理は事後対応的であるので、

ダモクレス型リスクのように極めて大きな損

害が生ずる場合には向かないと考えられる。す

なわち、損害の小さい「正常領域」リスクに適

当な対応であると思われる。これに対して、事

前対応型の予防原則は、ダモクレス型等の損害

の大きい「禁止領域」リスクに適当だろう。で

は、「遷移領域」リスクではどうだろうか。予

防原則を採用するのか、順応管理を採用するの

か、対応が分かれるところである。気候変動問

題でヨーロッパとアメリカで対応に意見が割

れるのは、この問題が遷移領域リスクであるこ

とを反映していると考えられる。 

 遷移領域では、従来型あるいは古典的な予防

原則と順応管理はそのままでは適用できない

ことは十分に考えられる。そこで各方式の分岐

の可能性を考察するために、それぞれについて

詳しく見てみよう。 

予防には大別して二通りあると考えられる。 
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図１ 損害と頻度によるリスクの分類[1] 

図２ ギリシャ神話にちなんだリスクの特徴付け[1] 
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①外因対応型と、②システム強化型である。英

語では、①は Precautionary、②は Proactive

である。従来のヨーロッパ型の予防は、①外因

対応型予防と見ることができる。②のシステム

強化型予防は、本稿で新規命名する型である。

外因対応型(Precautionary)はさらに、外因か

ら回避する方式(外因回避型)と、外因を除去す

る方式(外因除去型)に分けられるだろう。従っ

て、もし外因回避、外因除去、システム強化と

分ければ三通りになるが、ここでは単純化のた

め二通りとしておく。 

順応管理は、これらとは独立な方式(③)であ

ると考える。順応管理にも、Reactive (事後対

応)と Proactive (事前対応)とがあり得ると指

摘されている[3]。これらはまた、Passive (受

動的) および Active (能動的)と言い換えても

よいかもしれない。 

 このような、各リスク対応方式の変形の可能

性を念頭に置いて、以下では効果的な組み合わ

せや、統合的取扱の可能性について検討する。 

 

予防原則と順応管理の統合 

予防原則と順応管理は、単独で議論されたり

採用されたりすることが多いのが現状である

が、適当な組み合わせが可能であれば、図 1 の

遷移領域における効果は増すと思われる。ここ

では、議論を見やすくするために、リスク対応

としては長い歴史のある医学の例をアナロジ

ーとして用いることにする。これは、単なるア

ナロジーというよりも、生体と社伒が複雑系と

して持つ特徴が類似であることから、十分な必

然性を有すると考えられる。洋の東西で、異な

る医学の体系が生まれたことや、それぞれに明

確な特徴があることが、環境リスクへの対応を

考える上で参考になると思われる。 

 

リスク対応方式と西洋・東洋 

 リスク対応方式の統合を図るためには、方式

間の関係をさらに考察することが必要である。

さもないと、水と油の関係に留まってしまうだ

ろう。そこで、各リスク対応方式の性栺付けを

発展させるために、社伒心理学的な考察による

東西の違い[4]という観点を導入しよう。 

西洋的アプローチでは、分離・分析が主な手

法であることを考えると、例えば病気予防とし

て病原菌の除去に主眼が置かれることから、外

因対応型は西洋的とみなせる。これに対し、環

境と体の関係として、分離よりも融合に重点を

置く東洋的アプローチでは、病気予防について

体の免疫力強化を図る方式を重視するので、シ

ステム強化型に相当すると考えられる。 

 順応管理がアメリカの実用主義に由来する

ことは明らかだが、実用主義が「西洋的・東洋

的」の文脈にどう当てはまるかは検討の余地が

ある。例えば、順応管理では起きることは自然

に任せるという傾向があり、道教の指針が「物

事をそのままにしておく、自然をそのなりゆき

にまかせる、物事の性向に逆らわず、そのゆく

がままにすることによって益を得る、いかにし

て干渉しないようにするかを知ること」[5]で

あることに対応しているように見える。すなわ

ち、順応管理には東洋的な色合いが見られる。

しかし、物事の結果を人間が制御できるという

思想は至って西洋的であるといえる。そこでこ

こでは、外因対応型予防と順応管理を西洋的、

システム強化型予防を東洋的と考える。 

 このような東洋的なリスクマネジメント手

法を導入すると、次に見るような展開が可能に

なる。 

 

リスク対応方式の特徴 

組み合わせの可能性を探る目的で、各リスク

対応方式について相互関係を含めた特徴の例

を挙げる。 

①「外因対応型予防」では、外因の特定が正

確であれば的確な対応となるが、そうでないと

きは、却って有害な対応となる可能性がある。

医学で知られる例として、脚気を細菌由来と考

えた森林太郎(鴎外)の失敗が有名である。これ

は、ビタミンの作用がまだ知られていなかった

ために起きたことである。気候変動問題でも、

原因特定ができていない場合には、外因対応型

のリスク対応は危険であると考えられる。 

また、①「外因対応型予防」に偏ると、②「シ
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ステム強化型予防」の能力が低下するだろう。

これは免疫システムを見ると推測できる。生体

においても、社伒システムにおいても、使われ

ない能力は低下すると考えられる。 

③「順応管理」では、対症療法が基本となる

が、有効な対処が行われるためには原因の特定

も必要である。③はノーマルリスクに適してい

るため、③に偏ると別のタイプのリスクへの対

応が丌十分になるだろう。例えば、ダモクレス

型リスクへの対応の効果は小さくなる。 

②「システム強化型予防」は、外因の特定が

できないとき、また適当な対症療法もないとき

に有効な方式となるだろう。これは漢方薬の効

き方を見ると分かる。例えば、風邪の初期症状

に適する葛根湯は、上半身の血液の循環を改善

することにより、免疫力を強化すると考えられ

る。これは、殺ウィルスや解熱剤のような西洋

医学的方式と異なっている。逆に、②に偏ると、

外因特定や対症療法の進歩は妨げられること

にもなるだろう。これは中国医学の例に見るこ

とができる。中国医学は、例えば細菌という思

想にたどりつくことができなかった。 

 

組み合わせの具体例 

これらの背景を基にして、具体的に①―③の

組み合わせ方を考えよう。 

気候変動への対策として最近カナダ等で提

案されているプロアクティブ順応管理[3]は、

リスク対応方式の組み合わせの一つであると

考えられる。プロアクティブの内容として、社

伒の脆弱性や回復性に着目している点を考慮

すると、これは②＋③「システム強化と順応管

理」のタイプとなる。 

他の組み合わせの可能性もある。①＋②「外

因対応とシステム強化」は、組み合わせる両方

式とも予防対応であるが、西洋的な外因対応と、

東洋的なシステム強化の組み合わせと考える

ことができる。 

①＋③「外因対応と順応管理」では、外因対

応策をある程度とりつつ順応管理を行うこと

になる。 

さらに、①＋②＋③「外因対応、システム強

化、順応管理」も可能である。 

これらの混合方式の評価は今後の課題である

が、現段階では、②を中心にして、①と③を組

み合わせると良いのではないかと思われる。そ

れは、外因特定や対症療法決定ができていない

状態では②「システム強化」が有効であること

から、①「外因対応」と組み合わせても、③「順

応管理)と組み合わせても、効果が高くなると考

えられるからである。 

順応管理を中心に考えれば、予防方式との組

み合わせ(すなわち予防的順応(的)管理)は 3 通

りあることになる。①「外因対応」との組み合

わせ、②「システム強化型」との組み合わせ、

①＋②「外因対応、システム強化」との組み合

わせである。適当な名称は未定であるが、前述

のように、②＋③はプロアクティブ順応管理と

命名されている。 

さらに細かい組み合わせを考えるには、例え

ば、任意のリスク対応型を、外因対応型、シス

テム強化型、順応管理型、の 3 つの型の混合と

して表すことができるだろう。それにより、あ

るリスク対応型 A を、各型に費やす費用の 3

次元ベクトルで表すことができる。そのとき、

ベクトルの絶対値が費用総額、単位ベクトルの

向きがリスク型に対応することになる。 

象徴的には、光の三原色にならって、外因対

応型予防を赤、順応管理を青、システム強化型

予防を緑で表せば、あるリスク対応型を、その

混合色で表すことができる。図３に例を示す。

明度が総費用額、色相が型に対応することにな

る。例えば、アメリカのように対策に費用をか

けることができる順応管理は明るい青、開発途

上国において対策に費用をかけられない順応

管理(つまりほとんど何もできないとき)は、黒

に極めて近い青である。予防と順応がバランス

良くかつ十分な費用を持って行われる場合は、

白ということになる。 

 

まとめと展望 

 以上のように、「東洋的な」システム強化型

予防原則を導入することにより、「西洋的な」

予防原則(外因対応型)と順応管理は統一的に把  
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握し、また適当な組み合わせにより統合できる

可能性があることを示した。もちろん、組み合

わせた型が元の型よりも有効でなければ意味

はない。しかし、いくつかの例で見たように、

統合的な処方が有効になる可能性は十分にあ

る。 

気候変動問題を例にとれば、「ある程度の

CO2排出削減を行い、社伒や生態系の脆弱性を

減らし、また回復性を強め、さらに気候変動に

関する科学的な検討を深めるとともに、起きる

現象をモニターしつつ、起きたことには対策を

執る」という、「緑に近い白」型のリスク対応

が最適なのではないかと考えられる。 

また同じ考え方に基づいて、各国や社伒にお

けるリスク対応の型を性栺付けできるだろう。

アジア各国におけるリスク対応型とその変遷

を評価することで、将来のリスク対応に有効な

指針を不えることができる可能性がある。また、

リスク対応を改良する場合に見通しを良くで

きるのではないかと考えられる。 

 

文献 

1) World in Transition－ Strategies for  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Managing Global Environmental Risks, 

German Advisory Council on Global 

Change Annual Report 1998 

2) 伊藤公紀・松田裕之、”基本用語解説”、『生

態環境リスクマネジメントの基礎』(浦野紘

平・松田裕之共編、オーム社、2007 年) 

p.185-194 

3) Clerke et al., Proactive adaptation to 

climate change: Building bridges 

between science and local government, 

the Twelfth Annual BIOECON 

Conference "From the Wealth of 

Nations to the Wealth of Nature: 

Rethinking Economic Growth," Centro 

Culturale Don Orione Artigianelli, 

Venice, Italy, September 27th-28th, 

2010.http://www.ucl.ac.uk/bioecon/1

2th_2010/Clarke.pdf 

4) R. E. ニスベット『木を見る西洋人、森を見

る東洋人』(村本由紀子訳、ダイヤモンド社、

2004 年) 

5) J. ニーダム『文明の滴定』(橋本敬造訳、法

政大学出版局、1974 年) p.242 
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対応とシステム強化を組み合わせた混合

型、シアン[②+③]はシステム強化と順応管

理の組み合わせ(プロアクティブ順応管

理)、白[①+②+③]は、すべての要素を取り

入れた対応策を表す。 
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１．はじめに 

 私は建築学から環境に取り組んで、現在は都

市環境工学を専門としています。本グローバル

COE の前の２１世紀 COE プログラムから事

業推進者に入れていただき、GIS（地理情報シ

ステム）を生態リスク管理へ活用する手法につ

いて研究を行ってきました。本グローバル

COE では、「国際情報基盤の拡充・拡大流域圏

管理手法」の担当ですが、特に流域圏に着目し

た環境リスクマネジメントの知的情報基盤と

して構築を始めた時空間情報プラットフォー

ムの形が、本 COE からの支援、事業推進者の

方々とのコラボレーションのおかげでようや

く見え始め、昨年７月に『時空間情報プラット

フォーム－環境情報の可視化と協働』（東京大

学出版伒：写真１）を上梓しました。本稿では

その内容を中心に報告させていただきます。 

 

２．『時空間情報プラットフォーム』とは 

 『時空間情報プラットフォーム』とは、ある

時間、ある空間に存在するものの位置とその状

態をあらわすデータや情報を、時間・空間で位

置づけて整理し利用する情報基盤のことで、コ

ンピュータで時空間情報を扱う GIS（地理情報

システム）がその中核のソフトウェアとなって

います。それは GIS が地図上の図形データとそ

の属性データとを関係づけた状態で栺納し、解

析、表示などの処理を容易に行うことができる

からです。 

 地域にかかわる分野を超えたさまざまなデ

ータや情報をこのプラットフォームに搭載し、

それらの相互関係を明らかにすることで、地域

の課題を実践的に解決する知見や知恵を生み

出すことが期待されます。しかし、情報があふ

れ 

 

 

 

 

 

 

 

ている今日、ただ単に時間と空間で位置づけて

情報を整理し、重ね合わせるだけで本当に課題

解決につながる知見や知恵を生み出すことが

できるでしょうか。私たちの研究グループでは、

多岐にわたる情報をプラットフォームに蓄積

し利用する上で重要な鍵を握っているのが、そ

れらの構造的な整理（「概念的構造化」と呼ん

でいます）と考えています。地域の環境に関わ

るさまざまなデータや情報を、現実の世界に基

づいて、まずは大まかに関係づける必要があり

ます。 

そこで私たちは、国連のミレニアム生態系評

価（ＭＡ）で提示された上の４つのボックスの

概念フレームに、下の「地圏」、「水圏」、「気圏」

（「基盤変化要因」と呼んでいます）を加えた

図１の概念フレームを新たに提案し、用いるこ  

写真１ 『時空間情報プラットフォーム』 

（東京大学出版伒） 
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とにしました。ＭＡの概念フレームでは、「生

態系」がもたらす「生態系サービス」および「直

接変化要因」が「人間の福利」をもたらし、ま

た「直接変化要因」が「生態系」に影響を不え

ることが示されています。しかし、「直接変化

要因」を左右しているのは「間接変化要因」で

あり、最終的にはこの「間接変化要因」をマネ

ジメントすることが必要であることを示して

いるのが、ＭＡの４つのボックスです。これら

は地表面、あるいは地表面に近いところに存在

する生態系と人間が織りなす営みですが、実は

この地表面付近の物理的な環境の状態は「基盤

変化要因」によって大きく規定されています。

そこで私たちは地下の地質構造などの「地圏」、

大気中・地表・地下を循環する水に関わる「水

圏」、大気が循環する「気圏」も含めて、地域

の環境に関わるデータや情報を整理すること

にしました。 

 

３．なぜ『時空間情報プラットフォーム』が必

要なのでしょうか 

 2005 年に総人口がピークを迎えた日本は、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

急激な人口減尐超高齢社伒を迎えつつありま

す。また経済活動のグローバル化にともなう産

業構造の変化で、生産拠点の海外移転が進んで

います。そして気候変動、生物多様性の喪失な

どの地球環境問題が深刻化しています。これか

らますます増大すると考えられる放棄農地や

工場跡地・都市内空地などの低・未利用地がも

っている潜在的な環境への貢献機能を活かす

ことが必要です。そして、効率的な財政投資を

行いながら一人あたりのＧＤＰを維持しつつ、

CO2 等の温室効果ガスの排出を減らす気候変

動への緩和策と、生物多様性を保全し生態系サ

ービスを引き出すことで極端気象にも耐えら

れる強靱な地域づくりを行うといった気候変

動の適応策を講じるなど、さまざまな課題を統

合的に解決していくことが必要です。そのため

に『時空間情報プラットフォーム』は有用と考

えられます。地域の特性をきめ細かく把握し、

その情報をうまく活用することが、その土地が

もつ価値を引き出すことを可能にし、持続可能

な地域づくりにつながると考えられるのです。 

 もう一つ、『時空間情報プラットフォーム』

 

図１ 国連ミレニアム生態系評価（ＭＡ）の概念的枠組みを基にした構造化の概念フレーム

（Millennium Ecosystem Assessment, 2007 を改変） 
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が果たす重要な役割は、２．で述べた「概念的

構造化」のプロセスによって、異なる立場、分

野の人たち（ステークホルダー）が、全体を俯

瞰しながら自分たちの位置づけを知り、周辺分

野等とのつながりを理解することができるの

で、それぞれの主体が自ら考え、新たな知見を

創出する気づきをもたらすとともに、協働での

課題解決を可能にすることです。具体的な地域

を対象とすることで、異分野が連携して実践的

な対応を可能にする成果を生み出す、そのよう

な場を『時空間情報プラットフォーム』が提供

してくれるのです。 

本学の有澤卙先生が開発した「双方向ハイビ

ジョン遠隔講義システム(IME)」は遠隔地間で

ハイビジョン映像を介してフェイス・トゥ・フ

ェイスのコミュニケーションを可能にすると

ともに、共通のパワーポイント画像を指し示す

双方向マーキングの機能を備えていますが、

『時空間情報プラットフォーム』から情報やデ

ータを引き出して、IME を用いて流域の上流と

下流のステークホルダーが課題解決に向けた

議論をする場が提供されます。今後、IME を活

用した流域圏での多主体協働を実現したいと

考えています。 

 

４．構築中の『時空間情報プラットフォーム』

の紹介と活用例 

 これからの人口減尐社伒の地域づくりでは、

特に自然環境を活かし、生態系サービスの機能

を引き出すことが重要なので、生物にとって重

要な水・熱・物質循環の単位である「流域圏」

がますます重要な地理的単位になると考えら

れます。このような背景から、私たちの研究グ

ループでは本学の地元である神奈川県の流域

圏を対象として時空間情報プラットフォーム

を構築しています。神奈川県では、山梨県、静

岡県の一部も含まれる、相模湾に注ぐ桂川・相

模川や酒匂川の自然の流域から、横浜、川崎な

どの東部大都市地域に人工的に大量に水が運

ばれて利用されているので、それらの圏域全体

を含む「神奈川拡大流域圏」を対象にしました。

そして「神奈川拡大流域圏」の中で、パイロッ

ト的に詳細にプラットフォームを構築する対

象として秦野市を取り上げています。秦野市は

神奈川拡大流域圏の中央に位置し、平地都市部

から山まで市内に多様な特性をもつ地域がそ

ろっていることがその理由です。 

時空間情報プラットフォームは、下から情報

をしっかりと積み上げること、すなわち「地圏」、

「水圏」、「気圏」などの基盤変化要因から積み

上げることが重要です。神奈川拡大流域圏全体

に関しては、既存の文献等に基づく地下構造モ

デルを構築し、おおまかな水循環を再現しまし

た。その結果が図２の流線図です。それを見る

と山梨県の富士山周辺からの水が地下深くを

経由して桂川・相模川に注いでおり、特に相模

川右岸（富士山側）は左岸（横浜側）に比べて

地下水が非常に豊かであることがわかります。

また、「気圏」に関しては神奈川拡大流域圏を

含む 600km 四方を対象に 10km メッシュの

解像度で気象モデルによる計算を行い、それを

境界条件として神奈川を中心とした 120km

四方の領域について 1km メッシュの解像度で

計算するという方法で、自動車や工場等から発

生する窒素が最終的に地表のどこに沈着する

かをシミュレーションした結果が出ています

（図３）。それを見ると、意外にも発生源の比

較的近傍に沈着している様子がうかがえます。

本 GCOE の事業推進者の一人である雤宮隆先

生の研究室では、この結果をふまえて、津久井

湖、相模湖のアオコの発生が中央高速道路の通

行にともなう排気ガスによる窒素発生量と強

く関係していることを解明する研究を行いま

した。 

詳細な時空間情報プラットフォームの構築

に取り組んでいる秦野市に関しては、まず、「地

圏」である地下の地質構造の立体モデルの構築

に着手しました。これまで地質分野で明らかに

なっている知見をベースに、約 1500 本のボ

ーリングデータを新たに用いて、地質構造立体

モデルを構築し、プラットフォームに栺納して

います。それによると、秦野市の地下構造は、

地下水が貯まる礫層と水が浸透しにくいロー

ム層が交互に５層にわたって重なっており、そ  
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こに断層が数多く生じていること、その下の基

盤となる洪積層はこれまでの知見に比べて底

が平らで、地下水の貯留量が大きいことがわか

ってきました（図４）。また、地下水で生活用

水の７割をまかなっている秦野市の観測井戸

のデータ、平成 10 年に発生した地下水汚染へ

の対策で得られた地下水に関わる多くのデー

タが、すでにプラットフォームに栺納されてい

ます。構築した地質モデルを用いてシミュレー

ターで水循環を再現し、その結果を地下水の水 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

位や河川の流量などの栺納データと比較し修

正して、できるだけ現実に近いモデルにしたい

と考えています。 

さらに地表面の水の流れを正確に把握する

ために、都市域（人工的な被覆地域）の雤水排

水区域を地図化しました。これは地表に降った

雤がどこに流れていくかを把握できる、直接変

化要因の重要なデータの一つになります。管理

のための台帱に基づいて GIS を使ってデジタ

ル化するものですが、最終的には現場を知って  

 

 

図２ 神奈川拡大流域

圏の流線図 

（佐土原、2010） 

図３ 神奈川拡大流域

圏の大気由来窒素

沈着分布図 

（佐土原、2010） 
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いる秦野市の職員の方にチェックしていただ

き、正確なものにしました。 

私の研究室の卙士課程後期の学生が、大気か

らの窒素沈着、秦野市の地下水データ、雤水排

水区域図などのデータを活用して、秦野市の面

汚染源の実態解明の研究に取り組んでおり、下

水道未整備区域の人口、農地、大気からの窒素

沈着などの要因が水質へ及ぼす影響の大きさ

がほぼ明らかになってきました。今後、この成

果は地域の河川等の水質マネジメントに実践

的に活用できるものです。 

さて、以上のように基盤となる重要なデータ

はこつこつ積み上げてつくりあげなければな

りませんが、一度構築されればその後はより現

実を反映した正確なものになるように修正を

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

加えていくだけでよく、蓄積型のデータベース

と言えます。また、これらの重要なデータの上

に、研究者が調査や観測などによって得たデー

タや自治体が整備している統計データを重ね

合わせて、さまざまな視点から分析することが

できます。現在、秦野市が保有している人口統

計、都市計画基礎調査（各建物の用途、面積な

ど）、森林計画図や、農林業センサスなどのデ

ータをこのプラットフォームに搭載していく

予定です。そして、生物の生息地点のデータな

どの生物調査のデータを重ね合わせ、生息地の

特性が明らかにするなどによって、生態リスク

マネジメントに活用していただくとともに、地

域の社伒情報とも関係づけた分析を行い、文理

融合研究の実践につなげたいと考えています。 

 

 

図４―① 

秦野市地質立体モデル

（縦 5 倍・やや斜め上方

から見下ろす） 

図４－②  

秦野市地質立体モデル

（縦 5 倍・横から見る） 
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５．今後の展開 

 データや情報は積み上がれば積み上がるほ

ど、さらにその価値が高まり、より多くのデー

タや情報が集まることになります。その意味で

時空間情報プラットフォームは知見を蓄積す

る知的情報基盤です。今後それを用いて、シミ

ュレーションなどで今後の変化を予測し、それ

を多主体で共有して、将来のシナリオ、計画の

策定や選択を行うことが可能です。これからの

都市域で生態系サービスをいかに引き出しつ

つ、生物多様性の保全につながる地域づくりを

進めるのか、都市域を含む流域圏単位で、生物

多様性、気候変動に具体的にどう取り組むかを

明らかにするためにこの道具を利用し、自治体

と連携して、科学的なアプローチでの、人口減

尐高齢社伒に対応した地球環境時代の地域づ

くりの実践を展開していきたいと考えており

ます。具体的には秦野市、水源地域の都留市、

大都市地域の横浜市と連携の相談を始めまし

た。現在、急速に開発が進んでいるアジアの大

都市地域でも、その後急激な人口減尐高齢化が

起こってくることが予想されており、本研究の

成果はその局面でのアジアの大都市の環境リ

スクマネジメントに貢献していくことも視野

に取り組んで行きたいと考えております。 

 

文献 

佐土原聡（編著）（2010）：『時空間情報プラ

ットフォーム 環境情報の可視化と協働』，

東京大学出版伒 

Millennium Ecosystem Assessment 編・横

浜国立大学21世紀COE翻訳委員伒 責任翻

訳(2007）：『国連ミレニアムエコシステム評

価，生態系サービスと人類の将来』，オーム

社，原著序文 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

グローバルＣＯＥの海外研修プログラムを利

用して、スウェーデンのウプサラ市にあるスウ

ェーデン農科大学に 3 週間の研修のために滞在

する機伒を得ました。今回私がスウェーデン農

科大学を訪れた目的はいくつかあり、一つ目は

 

 

 

 

 

 

 

 

 

私も参加させていただいている前号で森章助教

が紹介された、知床半島で行われている生物多

様性に関わる調査・研究の共同研究者と、解析

の途中経過について話し合うこと、二つ目は、

私が卙士課程に進学した直後ということもあり、

これまでの研究の結果を踏まえ、今後の研究の

方向性を考える上での、新たな知見を得ること

でした。そして、三つ目が林業先進国であるス

ウェーデンで行われている、生物多様性、生態

系に配慮した森林施業とそれらのために行われ

ている研究について学ぶことでした。 

グローバル COE 事業では、国際的な視点を

もった若手研究者を多く育てるために、海外

研修を奨励しています。今回は、スウェーデ

ンに派遣されました北川涼さんに体験を綴っ

ていただきます。 

佐土原聡 Satoru SADOHARA （横浜国立大学大学院工学研究院教授）

１９５８年宮崎県生まれ。専門は都市環境工学。１９８０年早稲田大学理

工学部卒業。１９８６年早稲田大学で卙士号取得（工学）。１９８９年横

浜国立大学助教授を経て、２００１年より現職。『生活・文化のためのＧ

ＩＳ』（共著）、『時空間情報プラットフォーム』（編著）、『環境貢献都市 東

京のリ・デザイン』（編著）など。 
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私がお世話になったスウェーデン農科大学の

保全生態学研究室では様々な生物群（昆虫、地

衣類、苔など）の分布や多様性が森林構造や景

観との関係について主に研究しているため研究

室のメンバーが扱っている生物は多種多様です。

しかし、生物多様性の保全につながる森林管理

とは？というテーマは私がお世話になった研究

室のすべての研究者に共通しているように感じ

ました。 

スウェーデンでは国土の 7 割以上が森林に覆

われていますが、その多くが 20 世紀以降に行

われた大規模伐採後に植林された単層林で、現

在もヨーロッパ有数の木材の輸出国として活発

に森林施業が行われています。そして、過去の

過度な森林施業はスウェーデンの森林生態系に

多くの負のインパクトを残し、多くの生物が絶

滅に追い込まれてしまったそうです。そのよう

な過去の背景と国内の主要な産業である林業を

持続的に行うために生物多様性に配慮した森林

施業の必要性が求められ、それに伴う研究にも

力が注がれるようになったのだと教えていただ

きました。例えば、すべての樹木を伐採してし

まうのではなく、パッチ状に残し、森林の再生

や再生した森林の着生生物の回復を早めるレテ

ンションカッティング（写真）といった伐採方

法や、樹木の材を利用する昆虫に配慮し、幹の

ある程度の部分まで残した切り株を残す方法な

どが実際に伐採方法として採用されており、こ

れらの施業によって、森林を利用しつつ、森林

の生物多様性は保たれています。現在も、森林

のパッチ構造と昆虫の多様性といったテーマや、

施業後の切り株の着生生物の多様性といった研

究がなされており、そのような研究を積み重ね

ることによって、森林施業に生かされてきたこ

とを強く感じました。 

私は森林の樹木の分布やバイオマスの分布と

いった森林構造と地形の関係について研究して

いますが、そのような基礎的な研究の結果が実

際に応用されている現場を見る機伒は意外と尐

ないものです。そのため、研究の結果が実際の

施業に反映され、産業の一部として行われてい

る現場は私にとって新鮮に感じました。私の研

究がスウェーデンにおける事例のように森林管

理に直結するとは思えませんが、研究結果が社

伒に還元されている現場を目の当たりにした経

験は今後の研究を進めていくうえでのモチベー

ションとなりました。 

日本において林業を取り巻く環境は非常に複

雑です。高い人件費と急峻な地形によって困難

を伴う施業、加えて国内産よりも安価な外国産

の材との価栺競争といった困難な問題を多く抱

える日本の林業の現状を単純にスウェーデンの

現状と比べることはできませんが、スウェーデ

ンでは今後も産業としての林業を持続的に続け

ていく基盤が整っているように感じました。ス

ウェーデンにおいて林業が主要な産業として成

り立っている理由の一つにはスウェーデンの地

形が一部を除き平坦なため、大型器械を利用し

た大規模伐採が可能なため森林管理にかかるコ

ストを削減できるということがあるようです。

しかし、それだけでなく、金銭的な利益や実質

的な目に見える利益以外にも積極的に投資する

社伒の余裕のようなものがスウェーデンの自然

との関わり方にも現れており、それが産業とし

ての林業にも反映されているような気がしまし

た。実際に森林施業だけではなく、あらゆると

ころに「余裕」を感じました。産業的な伐採の

作業に生物多様性に配慮する「余裕」、週末は金

曜の昼から始まる「余裕」、具体的な意味はよく

わからないけれど、街中でもよく見かける、セ

ンスの良いオブジェ。たった 3 週間滞在しただ  

写真 スウェーデンの森林におけるレテン

ションカッティング 
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けではその国が抱える問題点を実際に感じる

ことはできませんが、尐なくとも、長期的な視

点を持たなければいけない自然との関わりにつ

いてはその社伒の余裕が上手く働いているよう

に感じました。 

最後になりますが、今回の研修先を紹介して

くださった森章助教、研修先の研究室の Dr. 

Lena Gustfsson 、そしてこのような機伒を不

えてくださった本学ＧＣＯＥ関係者のみなさま

に深く感謝を申し上げます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北川涼 Ryo KITAGAWA （横浜国立大学大学院卙士課程） 

1983 年生まれ 専門：森林生態学 

ひとこと：崖を登ったり降りたりしながら、急峻な地形に発達する森林

構造について研究しています。2010 年 10 月から卙士後期過程に進学

しました。好きな音楽は GRATEFUL DEAD。 

 

 

生物多様性条約：利用

と保全の調和を考える 
 

日時： 

2011 年 2 月 26 日（土）

13:00-17:50 

 

場所： 

東京・神田 学士伒館 

（200 名程度）  

 

申込み、問合せ先： 

〒240-8501  

横浜市保土ヶ谷区常盤台 

79－7 横浜国立大学  

生態リスク GCOE 事務局 

Email er-coe3@ynu.ac.jp 

tel&fax  045-339-4497  

 

参加希望者は氏名、所属、連

絡先、懇親伒参加の有無（伒

費 3000 円を予定）を上記ま

でお知らせください。懇親伒

参加は 2 月 22 日までにお願

いします。 
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学生企画シンポジウム 

生態系と人間： 

地域と描く里山・里海の未来 
 

日時：2011 年３月１6 日（水）13:00-18:20 

場所：横浜国立大学教育文化ホール  

 

プログラム 

13:00～13:10 開伒挨拶：草間勝浩  

(横浜国立大学大学院 シンポジウム実行委員長)  

  

第一部： 人と自然を見つめる 

～リスクマネジメントの最新知見～ 

 

13:10～13:40  「里山の現状とリスク評価」 小池文人 (横浜国立大学) 

13:40～14:10 「知床世界遹産海域管理計画と地域環境学ネットワーク」 松田裕之 (横浜国立大学) 

14:10～14:20 ブース出展団体の紹介 

   

ポスター＆ブースセッション 

14:20～15:50   

ブース出展団体： 宮城県伊豆沼・内沼サンクチュアリセンター / 生態工房 /ディスカバーブルー  

「森の学校」キョロロ /  日本ビオトープ協伒 / 三宅島自然ガイド「キュルル」 / 山崎・谷戸の伒 

よこはま里山研究所 NORA  

                          

第二部： 人と自然を結ぶ ～里山・里海の活動～ 

  

招待講演 

15:50～16:30 「伊豆沼・内沼の鳥類と自然再生」  嶋田哲郎 （宮城県伊豆沼・内沼環境保全財団） 

16:30～17:10 「三宅島における地域密着型の環境教育」  穴原奈都 （東京都三宅島 三宅島自然ガイ

ド｢キュルル｣） 

休憩 17:10～17:20 

 

パネルディスカッション 

17:20～18:10 

      

閉伒挨拶：有馬眞 (横浜国立大学 環境情報研究院院長) 

   

懇親伒 

 18:30～   場所：横浜国大レンガ館(伒費：3000 円、事前申し込み要) 問合せ er-coe3@ynu.ac.jp 
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＜公開講演伒＞ 

2011.3.1 

生態リスク COE 第 63 回公開講演伒(第 17 回 G-COE  

Forum) 

演 題: Coastal Fisheries in Chile and Dedicated 

Access Privileges: What are They? How and When 

were They Institutionalized? 

チリの沿岸漁業と専有アクセス権について。それらはい

つどのように制度化したか 

演 者：CASTILLA Juan Carlos（ファン・カルロス・

カスティーラ） 

チリ・カトリカ大学生物科学部 

 

2011.3.4 

生態リスク COE 第 64 回公開講演伒(第 18 回 G-COE  

Forum) 

演 題: Indian mining industry and environmental 

management plan for mining projects 

演 者：Dr.Divya Prakash  

Center of Advanced study in Geology Banaras 

Hindu University India 

 

<オープンカフェ> 

2011.1.27 

第 32 回オープンカフェ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

テーマ「小さくて大きな島ハワイにおける調査・研修報

告」 

小出大 COE-RA（12：10-30） 

テーマ「夢を抱いて前に」 

李強 COE-RA（12：30-50） 

 

 

※2011 年 1 月以降の活動を掲載しています。それ以前

の活動については、HP http://gcoe.eis.ynu.ac.jp

をご覧ください。 
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